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国民のみなさまへ

気候が急激に変化している。この気候変化が人為的温室効果ガス排出によるものであること

は、科学的に疑う余地がない。このままの排出が続けば、人類の生存基盤である地球環境に

多大な影響を与えることも明白である。

このようなことに、科学者はこれまでも強い懸念を示してきたし、気候の安定化に向けた行

動を各界に呼びかけてきた。科学の検証プロセスには多くの知見の集積を必要とするため、

科学者の警告は慎重であったし、「低炭素社会」への転換に向けた社会の変革もなかなか進ん

でいない。その間に、気候の変化は見えないところで進行し、近年になって、それが顕在化

した。気候システムには慣性1)があり、さらに悪化してから手を打ったのでは安定化は極め

て困難である。今回発表された、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第４次評価報告

書では、気候変化における人為的原因が再確認され、同時に、地球規模での雪氷圏における

変化などは予想以上に速く進みつつあることが確認された。さらに、このままのペースで排

出を続けると、人類はこれまで経験したことのない温暖化した時代に突入する。限りある自

然の吸収力を考えると、温室効果ガスの排出を現在の半分以下にまで削減しないと気候は安

定化しない。

気候変動による悪影響が危険なレベルを越えないためには、温室効果ガスの削減を直ちに

開始せねばならない。科学の結果を直視し、気候の安定化に向けて、国民が一体となって「低

炭素社会」の実現に向けて行動し、世界が共に行動を開始することをより強く呼びかけてい

くべき時が来ている。このことを、気候変化を研究する科学者として再び強く訴えたい。

１．IPCC第４次評価報告書 第１作業部会報告書に基づく主要な科学的な認識

パリにおいてIPCC第４次評価報告書第１作業部会が終了し以下の科学的認識が共有された。

１）加速する温暖化と顕在化する影響

今回発表されたIPCC第４次評価報告書で、過去100年での地上平均気温の上昇が、0.74℃で

あることが明らかにされた。1850年以降の温暖な年上位12年のうちの11年がここ12年に生じ

ており、そのことから温暖化は年々加速していることがわかる。また、地球の貯熱量の増加

は主として海水温度の上昇として認められ、海面水位は海水の膨張も原因となって20世紀中

に約17cm上昇した。さらに、北極海の海氷面積は近年急速に減少し、永久凍土の融解も進ん

でいる。最近の詳細な観測によりグリーンランド氷床の融解が確認され、地球が温暖化して

いることには疑う余地がない。

温暖化や大気中の水蒸気の増加とともに、集中豪雨が世界的に増加する一方、干ばつの影響

を受ける地域も増加しつつある。そして、熱帯低気圧（特に北大西洋のハリケーン）の強度

が増加していることが示唆されている2)。



２）人為的な影響は明らか

第３次評価報告書以降、人間の活動が気候に与える影響についての理解が一層深まった。20

世紀半ば以降に観測された地球温暖化は、人為起源の温室効果ガスの増加によってもたらさ

れた可能性がかなり高い。この50年の世界的な気候変化が、自然の変動だけで引き起こされ

た可能性は極めて低い。

３）このままの排出の継続は危機的状況を生む

温暖化が進行すると、地球の気候の不安定さが大きくなり、異常気象の頻度が増加する。IPCC

で検討した将来予測のうち、引き続き化石燃料に依存しつつ、高い経済成長を目指す社会が

続くならば、今世紀末には、平均気温の上昇は、4.0℃（2.4～6.4℃）3に達すると予測され

ている。21世紀中に大規模かつ急激な変化が起こる可能性はかなり低いものの、温暖化の進

行によって、大西洋の深層循環が弱まる可能性がかなり高い。さらに、多くの研究によると、

気候変化がさらなる温室効果ガスの排出を招くという悪循環4)が生じることも示唆されてい

る。また、このような温暖な気候が数千年5)続くと、グリーンランドの氷は最終的には消滅

してしまい海面水位を７m上昇させるだろう。

２．人類と地球の共存

IPCCの報告書で示されたこのような知見を踏まえると、温暖化が人間社会に及ぼす影響は重

大である。この100年間における0.74℃の気温上昇が全世界で様々な影響を与えたことに鑑み

れば、現在と同レベルの排出を続けることの危険性は明らかであろう。地球上の各地の生態

系は、こうした急激な変化に順応することができず、死滅のリスクにさらされる生物種が増

える。大規模な水不足、農業への打撃、感染症の増加、自然災害の激化など様々な悪影響が

複合的に生じるおそれが強い。このような事態は人類生存の危機であり、そうした未来を子

どもたちに残してはいけない。

なぜ、こうした事態が起こってしまったのか。それは、二酸化炭素の排出量が自然の吸収量

を大きく越えているためである。人類が化石燃料の消費によって毎年排出する二酸化炭素の

量は約70億炭素トンであり、今後さらに増加すると予測されている。一方、自然界が１年間

に吸収できる二酸化炭素の量には限りがあり、人為的な排出量のうち約30億炭素トン6)にと

どまると推定されている。気候を安定化させ、悪影響の拡大を防ぐには、人類全体が排出す

る温室効果ガスの量と吸収量をバランスさせる必要がある。さらに、温暖化が誘発する自然

界からの追加的温室効果ガス放出の可能性7)まで考慮すると、それ以上の排出削減が必要と

なる。

21世紀は「低炭素社会」への転換の時代にしなければならない。特に、途上国と比べると、

現在1人当たり数倍の排出を行っている日本を含む先進国は、率先して現在の排出レベルを大

幅に削減する必要がある。「低炭素社会」の実現には、国民の意識改革と経済・社会制度の大

きな変革を必要とする。京都議定書で約束した６％7)の削減の達成は、「低炭素社会」の実現



に向けたほんの最初の一歩である。

また、削減には時間がかかり、当面温暖化の進行は不可避であるから（IPCCでは2030年まで

はシナリオによらず10年につき0.2℃8)の温度上昇を予測している。）、同時に、温暖化による

悪影響の全てを防ぐことは難しいため、それに対する適応策についても、準備を開始すべき

である。

３．子どもたちの未来を守るため、今こそ行動を開始すべき時

温暖化は、私たち市民の予想を遙かに超えるスピードで進行しつつある。その影響も顕在化

しつつある。もはや根拠なく科学的な知見の不十分さを口実に対応を躊躇する時ではない。

温室効果ガスの大幅な削減という大きな課題に向けて、直ちに行動を開始する必要がある。

温暖化防止の鍵は、私たち自身が握っている。私たちは、消費者であり、生産者であり、教

育者であり、納税者でもある。また、政策決定プロセスへの参加など、あらゆる場面で温暖

化防止の意思表示を行うことができる。それらの集積が、産業や政府を動かし、「低炭素社会 」

へ向けて日本を変えていくのである。

産業は、生産活動を通じて温室効果ガスを削減するだけではなく、製品やサービスの改善に

よって温室効果ガスの削減に貢献することができる。温室効果ガスの低減は重要な社会的使

命であり、「低炭素社会」の実現のために長期的な視野に立った投資を行うべきである。

政府は「低炭素社会の実現」を国家目標として明確に位置づけ、さらなる削減に向けたリ-

ダ-シップをとり温室効果ガスの削減の実効性をより高める政策措置を導入すべきである 9)。

そのため、できる限り早期に長期政策目標を樹立し、「低炭素社会の実現」に向けたロードマ

ップを策定することを政府に求める。

都道府県及び市町村も、「低炭素社会の実現」に向けて、同様に大きな責務があり、積極的な

対応をすべきである。

また、京都議定書の第１約束期間が終わる2013年以降の国際的な温暖化対策については、温

室効果ガスの主要な排出国である米国をはじめ、中国、インド等も実質的に削減に参加する

枠組ができるように、我が国がリーダーシップを発揮すべきである。併せて、国際的・国内

的に公平な環境を確保し、温室効果ガスの削減に努力する企業が報われる社会・経済システ

ムを構築すべきである。 世界に先駆け「低炭素社会の実現」という目標を共有し、私たち

国民ひとりひとりが、自分の生活を見直し、温室効果ガスの低減のために何ができるか考え

行動することを改めて呼びかけたい。今、行動を開始すれば、子どもたちと人類の未来を守

ることができる。

（以上）転載終了>>



脚注番号部への筆者補足(2010/11/6,12/5改定)。

1)気候システムには慣性：

温度上昇根源問題となる温暖化ガス効果に起因する地球過剰熱入力(放射強制力)は現在

1.6W/m2で、この値を負値にして始めて温度低下が開始する。大気蓄積炭素を引き抜く最大

量が約 30億炭素トン/年、低下開始に最大吸引条件で約 30年前後かかります。

http://www.777true.net/Global-Temperature-FACT-7.ppt

2)集中豪雨、干ばつの影響、ハリケーン

近年のアフリカ、オーストラリアの災害は甚大、世界は実質これらを無視してる。

そして 2010年ではパキスタン中国の大洪水、乾燥ロシアの大火災、それと南米では

赤道域の南極海洋吸引が高まり、逆に南米では大寒冷被害、だが全球平均温度は上昇、理由

は地球過剰熱入力(放射強制力)が現在 1.6W/m^2で、この値を負値にして温度低下開始。

3)今世紀末には、平均気温の上昇は、4.0℃（2.4～6.4℃）

＊4度 Cだと、以下の正帰還で助からないでしょう。

4)気候変化がさらなる温室効果ガスの排出を招くという悪循環 4)が生じる

＊結果が原因促進になる機構で正帰還、是が一度起こると急速増大で

飽和(破滅的)状態までとまらない(典型例が北極圏域の地層海底大量埋蔵メタン融解)。だが

以下の千年とかの時間でなく 10年単位の時間、理由は GHG放出効果は即座熱発生化、赤道熱

が北極圏に至る海流熱伝播時間が 2~3年、北緯 45度温帯近海ならば 1 年前後、海底への熱流

到達は水深 1000m/年。全球過剰熱入力(放射強制力)と年間地球温度上昇から計算できる。

5)このような温暖な気候が数千年続くと....

6)二酸化炭素吸収量には限りがあり、人為的排出量 70億炭素トンのうち約 30億炭素トン

http://www.globalcarbonproject.org/carbonbudget/08/files/GCP2009_CarbonBudget2008.

pdf(p35).この値は研究時期と研究機関で若干？の相違がある。複数引用元が必要。

7)京都議定書で約束した６％7)の削減の達成

＊全く効果のない削減量、2009イタリ-、ラキア G(8,20)科学者答申は 80％以上、

本論は「直ちに行動！」が主眼なのに、他方で 21世紀中に大規模急激変化の可能性が低いと

か、温暖な気候が数千年 5)続くと、グリーンランド消滅で海面水位７m 上昇。とかで肝心要

の緊急性主張根拠が見えずらい。他方で気候変化がさらなる温室効果ガスの排出を招くとい

う悪循環-急激変動 4)が生じると言う気候変動問題隠しん部への言及もある。

気候の安定化に向けて直ちに行動を！(冒頭表題)

温室効果ガスの削減を直ちに開始せねばならない(国民のみなさまへ！)

21世紀中に大規模かつ急激な変化が起こる可能性はかなり低いものの？

(３）このままの排出の継続は危機的状況を生む)

http://www.777true.net/Global-Temperature-FACT-7.ppt
http://www.globalcarbonproject.org/carbonbudget/08/files/GCP2009_CarbonBudget2008.pdf
http://www.globalcarbonproject.org/carbonbudget/08/files/GCP2009_CarbonBudget2008.pdf


8)IPCCでは 2030年まではシナリオによらず 10年につき 0.2℃8)の温度上昇を予測

＊最近のデター(全球平均温度は複数引用が必要)ではこの倍が見られる？！。

http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th/syr_spm.pdf(P3).

9)政府は「低炭素社会の実現」を国家目標として明確に位置づけ、さらなる削減に向けたリ-

ダ-シップをとり温室効果ガスの削減の実効性をより高める政策措置を導入すべきである。

＊この根本問題は一国であれこれできる内容ではあり得ない、地球全国家を巻き込む。

実効的な 80％以上では世界統制経済で、自由経済資本主義は終わりです。

異常の超不都合を無視すると救済が開始しません。担当気候変動科学者(計画経済学者)、

政治家、一般市民へ通知の上、見解拝聴希望の次第です。

10)スペイン.バレンシア(2007年 11月 17日)IPCC第４次評価報告書第１作業部会が終了し以

下の科学的認識が共有された。

政策決定者向け要約:文部科学省・経済産業省・気象庁・環境省確定訳はこちら [PDF 3.29MB]

http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th/syr_spm.pdf

気候変動の速さと程度によっては、人為起源の温暖化により、急激あるいは不可逆的な影響

が引き起こされる可能性がある(P13)。｛ 3.4｝

－科学者(直ちに行動を！)は政治家(当面の政治処理(体制補修)に埋没)に「問題を丸投げ」

しても彼らは到底、消化できない、しようとしない！！！－

2010年素人目にも全球的気候変動の異常進行での大被災を見たはずの政治現実を見ると、

この緊急性主旨は全く政策措置にない。特に以下の危急不可逆性 10)の認識が政治家には判

らないのでないか(判ろうとしない,判れば沈黙？)、是は学術論文でなく政策決定関与です

から不確定性言い訳は無用で、{1,0}の決着をつけた進言がないと政治家は更に混乱します。

政策決断は yes,no命題真偽の確率値というより期待値比較での決定が最合理。即ち

{命題肯定確率 x命題の重み<緊急削減体制>；命題否定確率 x内容の重み<現状体制固持>}.

科学結論が 100％精度である必要はないのです！！、この理解は本件最重要認識の一つ！！！。

地上生命の重み 自然破壊物質文明重み

<緊急削減体制> <現状体制固持>

筆者観測では{科学者,政治家,軍隊}での地球全国家参加の総司令部(GHQ)を作り、世界市民

の全武装解除での全部兵隊での世界規模作戦行動を緊急にやらないと救済がない。

まず兵隊は寝食保障がある！！！(出口なき世界不況で市民最大関心は明日の生活！！！)。

兵隊はいや？、住宅ロン破綻！の家無しよりははるかにましです。

気候変動危機は、そも生き残りか、全滅かの最後の審判です。

Y期待値

N期待値

http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th/syr_spm.pdf
http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th/syr_spm.pdf
http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th/syr_spm.pdf

